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1 はじめに 

 

ミャンマーにおいて、政府は 2023 年 5 月

12 日、2011 年の私立学校登録法（Private 

School Registration Law）を廃止し、新しい私

立教育法（Private Education Law）を公布し

ました。以下では施行から 1年弱を経過した

私立教育法の現状を概説させていただきま

す。 

 

2 私立教育法の施行 

 

私立教育法（Private Education Law）は、①独立または私立の基礎教育学校（Private Basic 

Schools）、②独立または私立の技術・職業教育訓練学校、③独立または私立の高等教育学

校、④教育省が随時指定する独立または私立の学校の設立を希望する者は、新たに設立する

関連地域の監督委員会にその登録を申請しなければならない（2023 年 5 月 12 日以前に設立

された学校は、1 年以内（すなわち 2024 年 5 月 11 日まで）に登録しなければならない。）

と規定しています。その後、2024年 3月 8日までに登録申請を行わなければならないと発表

されていましたが、一部の学校から申請が行われておらず、申請期限が 4 月 12 日まで延長

されています。 

 

3 関連指令（Directives）の発出 

 

2023 年 11 月 7 日、教育省（Ministry of Education）内の管轄機関は、私立教育法に基づき、

以下の 3 つの指令を発出しています。 

・高等教育学校の登録に関する指令 

・国家カリキュラムを教える私立基礎教育学校の登録に関する指令 

・国際的なカリキュラムを教える私立学校の登録に関する指令 

指令は、出資者に関する情報、校舎・教室を含む学校設備、カリキュラムの詳細、国籍・

学位を含む教職員の情報などの学校の登録に必要な情報に関する規定を定めています。申請

について、教室の広さ、1 教室あたりの生徒数、図書室、防火施設の設置を記載する項目が

あるなど詳細な規定が定められており、塾や語学学校などの小規模な学校ではなく、いわゆ

る小学校・中学校・高校などの教育機関を念頭においているものと推測されます。 

 

4 日本語学校を含む今後の動向について 

 

以前より、教育機関として日本語学校をヤンゴンで運営する場合、ヤンゴン市開発委員会

（YCDC）によるライセンス発行が認められています。 

発表された指令は、高等教育学校、私立基礎教育学校、インターナショナルスクールを対

象にしていますが、私立教育法は、登録の対象を教育省が随時指定する独立または私立の学
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校まで広げており、将来的に教育省が日本語学校などの小規模な学校に対する登録を要求す

る可能性があります。 

なお、現在、日本語学校であっても教育省の登録を受け付けているという情報があるため、

教育省の登録を行う実務が定着するかどうかを含めて今後の動向に注意が必要となります。 

 

以 上 

 

〈注記〉本資料に関し、以下の点ご了承ください。 

・ 本資料は 2024年 4月 17日時点の情報に基づき作成しています。 

・ 今後の政府発表や解釈の明確化、実務上の運用の変更に伴い、本資料は変更となる可能性が

ございます。 

・ 本資料の使用によって生じたいかなる損害についても弊所は責任を負いません。 

 

◆ One Asia Lawyers ◆ 

「One Asia Lawyers Group」は、アジア全域に展開する日本のクライアントにシームレスで包

括的なリーガルアドバイスを提供するために設立された、独立した法律事務所のネットワー

クです。One Asia Lawyers Groupは、日本・ASEAN・南アジア・オセアニア各国にメンバーフ

ァームを有し、各国の法律のスペシャリストで構成され、これら各地域に根差したプラクテ

ィカルで、シームレスなリーガルサービスを提供しております。  

この記事に関するお問い合わせは、ホームページ https://oneasia.legal または info@oneasia.legal 

までお願いします。 

なお、本ニュースレターは、一般的な情報を提供することを目的としたものであり、当グル

ープ・メンバーファームの法的アドバイスを構成するものではなく、また見解に亘る部分は

執筆者の個人的見解であり当グループ・メンバーファームの見解ではございません。一般的

情報としての性質上、法令の条文や出典の引用を意図的に省略している場合があります。個

別具体的事案に係る問題については、必ず各メンバーファーム・弁護士にご相談ください。 
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